
複合地盤杭基礎工法における地盤条件別の耐震性能照査手法 
 

Performance-based seismic design of pile foundations in composite ground according to ground condition 
 

北武コンサルタント株式会社      ○正 員 佐々木徹也（Tetsuya Sasaki） 
北武コンサルタント株式会社        正 員 清水 均 （Hitoshi Simizu） 
北武コンサルタント株式会社       正 員 渡邉忠朋 （Tadatomo Watanabe） 
土木研究所寒地土木研究所        正 員 西本 聡 （Satoshi Nishimoto） 
土木研究所寒地土木研究所        正 員 冨澤幸一 （Kouichi Tomisawa）  

 
 
1．はじめに 
軟弱地盤や液状化が想定される地盤中に施工する杭の

周辺に地盤改良を施す杭基礎工法(以下，複合地盤杭基
礎工法と称する)が提案され, 北海道内において実用化
されている 1), 2). この工法は，地盤改良により形成した
複合地盤のせん断強度を杭の水平抵抗として反映する合

理的工法で，増加した水平抵抗により杭本数や躯体を縮

小することが可能となり，大きな建設コスト縮減を図る

ことができる工法である.  
同工法の適用にあたり, 地震動レベルや地盤条件に応

じた地震時挙動を照査する必要があるため, 地震時にお
ける基礎の構造解析は有限要素法などによる厳密な解析

を行うことが望ましいと考えられる. 一方，実用化をよ
り促進するため, 現行の道路橋示方書 3) 4)に準じて地震

時保有水平耐力法による耐震性能の照査を適用し，設計

の簡略化を図ることが求められている. そこで本検討で
は, 地盤条件別の複合地盤杭基礎工法における耐震性能
照査法を検討するため，各種の地盤条件下において地震

時保有水平耐力法および 2次元非線形有限要素法解析を
実施し, 両手法による耐震性能の評価結果の相違を検証
した. 
2．検討条件 
2.1 検討ケース 
 複合地盤の基底となる土層の条件が杭基礎の地震時挙

動に及ぼす影響を確認するため, 基底層の N値及び土質
区分をパラメータとして検討を実施した. また，地震時
保有水平耐力法と有限要素法解析結果の相関を確認する

意味で複合地盤を形成していない場合も検討し，この結

果を基本として複合地盤の解析結果を評価することとし

た. なお，地震時保有水平耐力法は道路橋示方書に準じ
る手法とし, 2 次元非線形有限要素法解析は，静的解析
と動的解析を実施した. 
2.2 構造モデル 
 検討に用いたモデルは実際に複合地盤杭基礎工法が採

用された橋台基礎とした. 本橋台は, 上部に N 値 3～7
程度の比較的軟弱な砂層が存在し，その対策として複合

地盤杭基礎工法が採用された.  
杭は頁岩基盤に支持された場所打ち杭(杭径φ1200mm, 
杭長 L=13m, 杭配列 n = 3×5 = 15本)である．複合地盤は,
深層混合処理工法により形成され，改良率ａp=78.5％, 
改良体の一軸圧縮強度ｑup=300kN/m2 である．橋台基礎

の構造図および地盤条件を図-1に示す. 

 
 

表-1 検討ケース 

図-1 橋台基礎構造図及び地盤条件 
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※全ケースに対して複合地盤の有リ無しの場合の検討を行う
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2.3 解析モデル 
(1)地震時保有水平耐力法 
地震時保有水平耐力法による静的解析は, 道路橋示方
書・同解説Ⅳ下部構造編およびⅤ耐震設計編の規定に

よるものとする． 
(2) 2次元有限要素法解析 

2 次元有限要素法モデルとしては，平板要素を用いた
(図-2). なお, 本検討の 2 次元解析モデルでは事前に 3
次元解析を実施し, それらの相関性からフーチング幅を
奥行きとして設定した 5), 6). 杭体および地盤は非線形材
料構成則を適用し 7), フーチング, 橋台は弾性要素とし
た. 円形断面を有する杭部材は, 断面二次モーメント I
がほぼ等しくなる矩形断面に置換した. 構造物と地盤の
境界面には全てジョイント要素を配置した 7)．フーチン

グ幅に設定した奥行き方向の不連続性は, ジョイント要
素で地盤と接続した. なお, 動的解析の際には, 底面及
び側方境界には粘性境界要素を設けた. 杭体の RC 要素
には, 岡村・前川ら 8),  9)  が開発した鉄筋コンクリート

の履歴依存型非線形構成則を適用した. 地盤要素は, そ
の偏差応力－ひずみ関係において Osaki モデル 10) を適
用し, 静水圧成分は線形弾性とした. 
地盤物性値として, 原地盤および複合地盤の単位体積
重量 γ, 変形係数 E, ポアソン比 ν, せん断弾性係数Ｇ, 
せん断強度 Su, せん断弾性波速度 Vsを設定した.  
2.4 入力地震動 
複合地盤杭の動的挙動は入力する地震動の規模によっ

て改良体の影響が異なることが考えられるため, 入力地
震動として時刻歴加速度波形のうち, レベル 1 およびレ
ベル 2 の 2 種類の地震動を用いた．ここでは, 土木学会
コンクリート標準示方書耐震性能照査編 11)における地

震動波形を適用した. 
3．解析結果 
3.1 静的解析 
図-3は，自然地盤における杭基礎の水平荷重と水平変

位の関係を表している. 地震時保有水平耐力法(以下, 保
耐法と称する)と静的な2次元有限要素法(以下静的FEM
と称する)による解析結果を併記している. ここで，水
平荷重は，上部工，下部工及び背面土の慣性力と地震時

土圧の総計を意味し，水平変位は上部工慣性力作用位置

での値である. また，図中には保耐法における基礎降伏
時と応答塑性率3の点を記入している. 応答塑性率3は，
道路橋示方書における橋台基礎の許容塑性率3に対応す
るものである. 図によれば，保耐法による結果は，土質
区分やN値などのパラメータによる差異は比較的小さく，
いずれの条件でも概ね同等な関係にあると言える. これ
に対して，静的有限要素法解析の結果は，パラメータに

よる差がより明確に現れている. これは，静的有限要素
法が保耐法に比較して精度の高い解析を行っているため

と考えられる. また，保耐法の関係曲線が静的有限要素
法の関係曲線の50％程度下方に位置しており，同一の水
平変位に対する水平荷重は，保耐法が静的有限要素法の

50％程度となっている. すなわち，保耐法による解析は，
静的FEMによる解析よりも50％程度安全側の結果を与
えており，本モデルの場合は保耐法により橋台基礎を設

計することで静的有限要素法による場合よりも安全側の

結果が得られるものと考えられる.  
図-4は，複合地盤における杭基礎の水平荷重と水平変

位の関係を表しており，その他の条件は図-3と同様であ

る. 保耐法による結果は，パラメータによる差異がほと
んど見受けられず，いずれの条件でもほぼ同一の曲線関

図-4 荷重-変位関係(複合地盤) 

図-3 荷重-変位関係(自然地盤) 

図-2 有限要素法解析モデル図 
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係となった. これは，保耐法による解析では，杭基礎の
水平変位に支配的な深度方向の領域が複合地盤の領域内

に収まるため，その基底土層の地盤条件に影響されない

ためと推察される.  
これに反して静的有限要素法の場合は，自然地盤に比

べて複合地盤の場合の方が，パラメータによる差が大き

くなっている. このことは，複合地盤杭基礎は自然地盤
上の杭基礎と異なり，複合地盤基底土層の地盤条件によ

り解析結果に大きな差異が生じ，かつ道路橋示方書によ

る保耐法の解析ではこの差異が評価されない可能性があ

ることを示唆している. したがって,複合地盤杭基礎の解
析には，その構造的な特殊性に配慮した手法を適用する

ことが必要と考えられる.  
図-4によれば，静的有限要素法解析のうち砂質土の

N=5，粘性土のN=5については，明らかに保耐法の結果
を下回る曲線が発現している. よって，この地盤条件に
おいては，保耐法による構造解析を適用することは好ま

しくない. また，他のパラメータでは，基礎降伏時まで
の変位において，保耐法をやや下回っているがほぼ同様

の曲線となっており，降伏以降は保耐を上回る結果とな

っている. すなわち, 砂質土のN=15以上，粘性土のN=8
以上の地盤条件では，保耐法による解析を適用して問題

ないものと考えられる. 
3.2  動的解析 
(1)水平変位 
図-5，図-6に自然地盤および複合地盤における，レ

ベル1地震動に対する動的な2次元有限要素法(以下動的
FEMと称する)による上部工慣性力作用位置で水平変位

の解析結果を示す. 水平変位の正が前面側，負が背面側
への値を表す. また，図-7，図-8はレベル2地震動に対
する解析結果である. 
図-5によれば，自然地盤における水平変位が正側で

2.7～3.2cm，負側で-2.6～-3.7cmと20～40％の変動が発
生している. この変動は基底土層のＮ値と相関があり，
Ｎ値が小さいほど変位量が大きくなっている. 図-6は複
合地盤における水平変位で，正側1.9～2.2cm，負側-1.9
～-2.9cmである. 変動の範囲は20～50％で自然地盤とほ
ぼ同様で，基底土層のN値との相関も同様である. また，
変位量は複合地盤の補強効果により，自然地盤の70％程
度に減少している.  
図-7では，レベル2地震動における自然地盤の水平変

位が正側で17～21cm，負側で-16～-21cmであり，20～
30％の差が発生している. この差はレベル1地震動の場
合と同様であり，また基底土層のＮ値との相関関係も同

様である. 図-8は複合地盤における水平変位で，正側13
～18cm，負側-14～-19cmである. 変動の範囲は40％程度
で自然地盤とほぼ同様で，基底土層のＮ値との相関も同

様である. また，自然地盤の75～85％程度に減少してい
るが，レベル1地震動に比べて減少量がやや小さい. レ
ベル2地震動に対する複合地盤の補強効果は，レベル1地
震動より小さい結果である.   
図-5～図-8より，動的有限要素法解析結果では，基底

土層のＮ値と水平変位に相関があり，その度合いは地震

動や複合地盤の有無に関わらず，概ね同様であった. た
だし，自然地盤に対する複合地盤の補強効果は，レベル

2地震動の方がレベル1に比べてやや低い結果であった. 
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図-6 変位波形 (複合地盤：レベル 1地震時) 

図-7 変位波形 (自然地盤：レベル 2地震時) 図-8 変位波形 (複合地盤：レベル 2地震時)

図-5 変位波形 (自然地盤：レベル 1地震時)
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(2)複合地盤の耐震効果 
自然地盤に対する複合地盤の耐震効果を確認するため，

図-9，図-10に自然地盤の水平変位に対する複合地盤の

水平変位を整理した. 図-9は，レベル1地震動における
水平変位の比率で，基底土層の条件ごとにプロットし砂

質土と粘性土に区分して整理したものである. 自然地盤
および複合地盤における水平変位は，正側の最大値を採

用した. また，図-10は同様にレベル2地震動における水
平変位の比率を整理したものである. 
 図-9では，基底土層の地盤条件による複合地盤の耐震

効果の差異はなく，水平変位の比率がほぼ70％で一定し
ている. よって，レベル1地震動においては，複合地盤
基底土層の地盤条件による影響はなく，一定の耐震性が

発揮されるものと推察される. 
図-11では，基底土層の地盤条件により複合地盤の耐

震効果に違いが発生しており，砂質土N=15以上，粘性
土N=8内し10以上で，水平変位の比率が75％程度に収束
している. したがって，動的有限要素法解析によれば，
複合地盤の耐震効果が基底土層の地盤条件に関わらず一

定して期待できる条件として，概ね砂質土N=15以上，

粘性土N=8以上を設定することが可能である. 
4．まとめ 
本検討では，複合地盤杭基礎工法に関して, 地盤条件
別に地震時保有水平耐力法および 2次元非線形有限要素
法解析を実施し, 以下の知見を得た. 
1) 複合地盤の基底土層が砂質土N=15以上，粘性土Ｎ=8
以上の地盤条件では，地震時保有水平耐力法による解

析を適用して問題ない.  
2) 複合地盤の耐震効果が基底土層の地盤条件に関わら
ず一定して期待できる条件として，概ね砂質土 N=15
以上，粘性土 N=8以上が設定される. 
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図-9 最大水平変位の比率(レベル 1地震動) 

（複合地盤/自然地盤） 
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図-10 最大水平変位の比率(レベル 2地震動) 

（複合地盤/自然地盤） 
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